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1.  平成23年6月期第1四半期の連結業績（平成22年7月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年6月期第1四半期 240 82.7 △65 ― △67 ― △69 ―
22年6月期第1四半期 131 ― △89 ― △83 ― △77 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年6月期第1四半期 △268.31 ―
22年6月期第1四半期 △491.61 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年6月期第1四半期 356 138 37.3 515.03
22年6月期 441 207 45.7 782.64

（参考） 自己資本   23年6月期第1四半期  132百万円 22年6月期  201百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無   

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年6月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
23年6月期 ―
23年6月期 

（予想）
0.00 ― 0.00 0.00

3.  平成23年6月期の連結業績予想（平成22年7月1日～平成23年6月30日） 
（％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
(累計)

501 46.9 △74 ― △74 ― △73 ― △285.03

通期 995 18.6 △28 ― △29 ― △30 ― △119.53
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(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基
づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について
は、四半期決算短信（添付資料）５ページ「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.５「その他」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年6月期1Q 258,100株 22年6月期  258,100株
② 期末自己株式数 23年6月期1Q  ―株 22年6月期  ―株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年6月期1Q 258,100株 22年6月期1Q 156,749株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第１四半期会計期間におけるわが国経済は、中国や新興国向け輸出の増加が続いたことや、政府の補助金支給

策などによる個人消費の押し上げなどにより回復基調が維持されたものの、円高による輸出型企業の業績への悪影

響や補助金支給策の終了決定など今後予断を許さない状況で推移いたしました。  

  このような状況の中、当社は引続き当社グループ全体として財務体質の強化、事業運営の改善を図ることに注力

して参りました。 

  

  情報技術事業につきましては、ＷＥＢアプリケーションやソフトウェアの開発を中心としたインターネット関連

商品の受託開発業務に注力しましたが、収益性の高い案件の獲得には至らず、事業の拡大を図っていくことができ

ませんでした。事業全体として、売上高29,531千円（前年同期比170.5％）、営業損失9,770千円（前年同期 営業

損失18,195千円）となりました。 

   

  コンサルティング事業につきましては、飲食業界に特化した財務改善コンサルティングを戦力事業として注力し

てまいりました。しかしながら、デフレ継続や個人消費の低迷等、飲食業界をとりまく環境は依然として厳しい状

況が続いており、その中で、新規顧客案件の獲得による利益水準の維持を図るべく努力してまいりましたが、結果

を出すことができず、利益を確保することができませんでした。事業全体として、売上高123,876千円（前年同期

比3.5％）、営業損失13,461千円（前年同期 営業損失13,933千円）となりました。 

  

  飲食事業につきましては、飲食店の店舗運営支援・パン及び菓子類の製造販売等を行うインストアベーカリーシ

ョップ15店舗の直接経営を安定して行ってまいりましたが、予定していなかった製造設備の補修費用の支出が発生

した影響により、利益の確保ができませんでした。事業全体として、売上高84,814千円、営業損失859千円となり

ました。なお、上記のインストアベーカリーショップの経営については、当連結子会社である株式会社プライムフ

ァームが、当社のその他の関係会社である日産アセット株式会社から、その経営を委託されております。 

  

  コスメ事業につきましては、美容と健康をテーマにした美容雑貨の企画・開発・販売を行っており、市場に２

アイテムの商品（エコロビュート美顔パフ・アイピット二重ジェル）を提供し、新規顧客に向け活動してまいりま

した。 

  商品に対するマーケットの反応が良く、新規顧客の獲得も順調進んでおり、今後、利益の確保に向け、新商品を

逐次投入していくことで、事業の拡大を図ってまいります。事業全体として、売上高3,161千円、営業損失1,530千

円となりました。  

 この結果、当第１四半期連結会計期間の業績は、売上高は240,745千円、営業損失は65,839千円、経常損失は

67,199千円となり、四半期純損失は69,250千円（前年同四半期 77,058千円）となりました。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

  １．財政状態の分析 

      当第１四半期末における資産、負債及び純資産の状態は以下のとおりです。 

      ①資産 

 当第１四半期末の流動資産は171,351千円（前連結会計年度末比89,380千円減）となりました。これは主と

して、現金及び預金、受取手形及び売掛金などが減少したことによるものであります。 

 固定資産は185,163千円（前連結会計年度末比3,988千円増）となりました。これは主として、建物附属設備

などが減少し、ソフトウェア仮勘定などが増加したことによるものです。 

 この結果、資産合計は356,514千円（前連結会計年度末比85,392千円減）となりました。 

②負債 

 当第１四半期末の流動負債は214,536千円（前連結会計年度末比16,279千円減）となりました。これは主と

して、取引未決算勘定などが増加し、支払手形及び買掛金などが減少したことによるものです。 

  固定負債は3,415千円（前連結会計年度末比43千円減）となりました。これは主として、繰延税金負債が増

加し、長期前受金が減少したことによるものです。  

 この結果、負債合計は、217,951千円（前連結会計年度末比16,322千円減）となりました。 

③純資産 

 当第１四半期末の純資産合計は138,562千円（前連結会計年度末比69,069千円減）となりました。これは、

利益剰余金が減少したことによるものであります。 

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報
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  ２．キャッシュ・フローの状況 

 当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前第１四半期連結会

計期間末より17,086千円増加し、34,318千円となりました。 

  当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は、以下のとおりであり

ます。 

   (営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 営業活動による資金の減少額は、48,626千円となりました。これは主に、税金等調整前四半期純損失68,215千

円、たな卸資産の増加10,102千円、取引未決算勘定の増加額30,490千円等によるものであります。 

  (投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 投資活動による資金の減少額は、8,850千円となりました。これは有形固定資産の売却による収入11,502千円、

無形固定資産の取得による支出18,000千円等によるものであります。 

   (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 財務活動による資金の増加額は、5,000千円となりました。これは短期借入れによる収入5,000千円によるもの

であります。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 平成22年10月28日に公表いたしました連結業績予想から修正は行っておりません。 

  

  

（１）重要な子会社の異動の概要 

   該当事項はありません。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

   簡便な会計処理 

      固定資産の減価償却費の算定方法  

  定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法

によっております。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

①資産除去債務に関する会計基準の適用 

  当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成20年３月

31日 企業会計基準第18号）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成20

年３月31日 企業会計基準適用指針第21号）を適用しております。 

  これにより、税金等調整前四半期純損失が1,170千円増加しております。 

②企業結合に関する会計基準の適用 

  当第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成20年12月26日 

企業会計基準第21号）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成20年12月26日 企業会

計基準第22号）、「『研究開発費等に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準委員会 平成20年12月26日 

企業会計基準第23号）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成20年12月26日 企業会計

基準第７号）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成20年12月26日 企業会計基準第16号）

及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会 平成20年12月26

日 企業会計基準適用指針第10号）を適用しております。 

  これによる損益に与える影響はありません。  

  

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

 当社グループは、前連結会計年度まで４期連続して営業損失、経常損失及び当期純損失を計上し、営業キャッシ

ュ・フローも４期連続してマイナスになっております。当四半期連結会計期間においては65,839千円の営業損失、

67,199千円の経常損失、69,250千円の四半期純損失を計上し、営業キャッシュ・フローのマイナスを48,626千円計

上しております。 

 これらの状況により、当社グループは、前連結会計年度から引き続いて、継続企業の前提に関する重要な疑義を

生じさせるような状況が存在しております。 

 当社グループは、当該状況を解決すべく、以下のような事業の再構築をさらに推し進め、安定収益を実現できる

経営基盤の確立に取り組んで参ります。 

２．その他の情報
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①飲食事業においては、平成21年12月より開始した事業である店舗の運営（群馬県内を中心に展開するスーパー

マー ケットチェーンの店舗内で、パン及び菓子類の製造販売等を行うインストアベーカリーショップ15店舗経

営）により、継続して安定した収益を上げて参ります。 

②その他事業においては、当期に開始した美容雑貨の企画・開発・販売事業において、積極的な営業による取引

先の拡大を実現し、全国展開を目指して参ります。その他、新規事業についても随時検討を行い、当社グループ

にとって有益であると判断する案件については、積極的に取り組んで参ります。 

③当社グループでは、キャッシュ・フローを安定的に生み続けられる事業構造への転換に向け、事業の選択と集

中を実施することとし、不採算事業の撤退も進めております。また、採算性を確立するために人員の再配置や人

件費の削減をはじめとする固定費削減にも注力し、経営体質のスリム化を実行する一方、高い収益性が期待でき

る事業には経営資源を積極的に投入することにより、それぞれの業界における事業競争力の向上を図る所存であ

ります。 

 現時点では、安定収益の実現までには、相当の期間を要する見込みから、継続企業の前提に関する重要な不確実

性が認められます。なお、当四半期連結財務諸表は継続企業を前提に作成されており、このような重要な不確実性

の影響を当四半期連結財務諸表には反映しておりません。  
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 34,318 86,795

受取手形及び売掛金 117,250 169,528

商品及び製品 8,392 2,725

仕掛品 12,638 8,165

原材料及び貯蔵品 2,818 2,855

未収入金 5,834 5,075

その他 18,271 13,790

貸倒引当金 △28,172 △28,204

流動資産合計 171,351 260,732

固定資産   

有形固定資産 ※  10,525 ※  22,672

無形固定資産   

ソフトウエア 796 845

ソフトウエア仮勘定 38,000 20,000

その他 84 84

無形固定資産合計 38,880 20,929

投資その他の資産   

投資有価証券 93,940 95,158

差入保証金 25,076 25,209

長期未収入金 42,134 42,134

その他 16,017 16,207

貸倒引当金 △41,411 △41,137

投資その他の資産合計 135,757 137,572

固定資産合計 185,163 181,174

資産合計 356,514 441,907

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 92,019 140,654

短期借入金 5,000 －

未払費用 26,765 23,981

未払法人税等 1,332 4,560

取引未決算勘定 73,435 42,945

その他 15,983 18,673

流動負債合計 214,536 230,815

固定負債   

長期預り保証金 3,082 3,082

繰延税金負債 332 207

その他 － 168

固定負債合計 3,415 3,458

負債合計 217,951 234,274
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年６月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 832,668 832,668

資本剰余金 738,123 738,123

利益剰余金 △1,438,344 △1,369,093

株主資本合計 132,447 201,698

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 481 300

評価・換算差額等合計 481 300

新株予約権 5,634 5,634

純資産合計 138,562 207,632

負債純資産合計 356,514 441,907
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（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 131,753 240,745

売上原価 111,745 208,809

売上総利益 20,008 31,935

販売費及び一般管理費 ※  109,105 ※  97,774

営業損失（△） △89,096 △65,839

営業外収益   

受取利息 411 28

持分法による投資利益 5,174 －

預り保証金償却 － 168

その他 714 25

営業外収益合計 6,299 222

営業外費用   

支払利息 374 58

持分法による投資損失 － 1,524

営業外費用合計 374 1,582

経常損失（△） △83,171 △67,199

特別利益   

固定資産売却益 － 138

投資有価証券売却益 7,024 －

貸倒引当金戻入額 256 31

特別利益合計 7,280 170

特別損失   

前期損益修正損 － 16

固定資産除却損 365 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,170

特別損失合計 365 1,186

税金等調整前四半期純損失（△） △76,256 △68,215

法人税等 801 1,035

四半期純損失（△） △77,058 △69,250
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △76,256 △68,215

減価償却費 1,089 832

のれん償却額 334 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △256 242

受取利息及び受取配当金 △411 △28

支払利息 374 58

持分法による投資損益（△は益） △5,174 1,524

有形固定資産売却損益（△は益） － △138

有形固定資産除却損 65 －

無形固定資産除却損 300 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,170

投資有価証券売却損益（△は益） △7,024 －

売上債権の増減額（△は増加） 17,685 51,504

たな卸資産の増減額（△は増加） △7,558 △10,102

長期前払費用の増減額（△は増加） 251 112

破産更生債権等の増減額（△は増加） △2,282 －

その他の資産の増減額（△は増加） △17,203 △5,750

未払金の増減額（△は減少） 5,548 1,698

未払費用の増減額（△は減少） 8,718 2,724

未払消費税等の増減額（△は減少） △190 △2,461

仕入債務の増減額（△は減少） △22,176 △48,124

その他の負債の増減額（△は減少） 1,443 △449

小計 △102,724 △75,401

利息及び配当金の受取額 164 28

利息の支払額 △374 －

取引未決算勘定の増減額（△は減少） － 30,490

法人税等の支払額 △3,591 △3,742

営業活動によるキャッシュ・フロー △106,525 △48,626

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △23,994 △1,470

有形固定資産の売却による収入 － 11,502

無形固定資産の取得による支出 － △18,000

投資有価証券の取得による支出 △10,000 －

投資有価証券の売却による収入 8,000 －

貸付けによる支出 △61,000 －

貸付金の回収による収入 61,156 78

事業譲受による支出 △10,000 －

差入保証金の差入による支出 － △961

投資活動によるキャッシュ・フロー △35,838 △8,850
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 － 5,000

短期借入金の返済による支出 △105,300 －

株式の発行による収入 200,088 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 94,788 5,000

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △47,576 △52,477

現金及び現金同等物の期首残高 98,981 86,795

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  51,405 ※  34,318
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 当社グループは、前連結会計年度まで４期連続して営業損失、経常損失及び当期純損失を計上し、営業キャッシ

ュ・フローも４期連続してマイナスになっております。当四半期連結会計期間においては65,839千円の営業損失、

67,199千円の経常損失、69,250千円の四半期純損失を計上し、営業キャッシュ・フローのマイナスを48,626千円計

上しております。 

 これらの状況により、当社グループは、前連結会計年度から引き続いて、継続企業の前提に関する重要な疑義を

生じさせるような状況が存在しております。 

 当社グループは、当該状況を解決すべく、以下のような事業の再構築をさらに推し進め、安定収益を実現できる

経営基盤の確立に取り組んで参ります。 

①飲食事業においては、平成21年12月より開始した事業である店舗の運営（群馬県内を中心に展開するスーパー

マー ケットチェーンの店舗内で、パン及び菓子類の製造販売等を行うインストアベーカリーショップ15店舗経

営）により、継続して安定した収益を上げて参ります。 

②その他事業においては、当期に開始した美容雑貨の企画・開発・販売事業において、積極的な営業による取引

先の拡大を実現し、全国展開を目指して参ります。その他、新規事業についても随時検討を行い、当社グループ

にとって有益であると判断する案件については、積極的に取り組んで参ります。 

③当社グループでは、キャッシュ・フローを安定的に生み続けられる事業構造への転換に向け、事業の選択と集

中を実施することとし、不採算事業の撤退も進めております。また、採算性を確立するために人員の再配置や人

件費の削減をはじめとする固定費削減にも注力し、経営体質のスリム化を実行する一方、高い収益性が期待でき

る事業には経営資源を積極的に投入することにより、それぞれの業界における事業競争力の向上を図る所存であ

ります。 

 現時点では、安定収益の実現までには、相当の期間を要する見込みから、継続企業の前提に関する重要な不確実

性が認められます。なお、当四半期連結財務諸表は継続企業を前提に作成されており、このような重要な不確実性

の影響を当四半期連結財務諸表には反映しておりません。 

  

【事業の種類別セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

（注）１．事業区分の方法 

事業は、提供するサービス及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各事業の主な内容 

情報技術事業…………………ＩＴ部門（ｗｅｂサイト制作・システム受託開発・携帯電話等を利用したシス

テム開発） 

コンサルティング事業………会計コンサルティング部門、経営コンサルティング部門（会計財務、資金調達

および経営全般に関する支援・飲食店の経営全般に関する支援） 

投資事業………………………投資事業部門、不動産事業部門（Ｍ＆Ａに関するコンサルティング・不動産売

買、仲介、コンサルタント等）  

  

【所在地別セグメント情報】 

 前第１四半期連結累計期間及び当第１四半期連結累計期間において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会

社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
情報技術事業 
（千円） 

コンサルティ
ング事業 
（千円） 

投資事業 
 （千円） 計（千円）

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高                                    

(1）外部顧客

に対する売上

高 

 10,917  119,678  1,157  131,753  －  131,753

(2）セグメント

間の内部売上高

又は振替高 

 －  －  －  －  －  －

計  10,917  119,678  1,157  131,753  －  131,753

営業損失  18,195  13,933  8,246  40,375  48,721  89,096
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【海外売上高】  

前第１四半期連結累計期間及び当第１四半期連結累計期間において、海外売上高がないため、該当事項はありま

せん。 

  

【セグメント情報】 

１．報告セグメントの概要  

  当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

あります。  

 当社グループの事業については、グループの各事業会社が取り扱う製品・サービスについての事業展開・戦

略を立案し、事業活動を行っております。 

  従って、当社グループは各事業会社の関連する事業を基礎として集約した製品・サービス別セグメントから

構成されており、「情報技術事業」、「コンサルティング事業」、「飲食事業」、「コスメ事業」を報告セグ

メントとしております。 

  各報告セグメントの事業内容は次のとおりであります。  

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

    当第１四半期連結累計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日）  

 （単位：千円）

  

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項） 

   （単位：千円） 

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の管理部門に係る費用であります。 

  

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

      該当事項はありません。  

  

事業区分  主要製品及び事業内容  

 情報技術事業 
ＷＥＢサイト制作・システム受託開発・携帯電話等を利用
したシステム開発  

 コンサルティング事業 
会計財務、資金調達及び経営全般に関する支援・飲食事業
以外での飲食店の経営全般に関する支援  

 飲食事業 飲食店の店舗運営支援、飲食店の直接経営  

 コスメ事業 美容雑貨の企画、開発、販売  

  
情報技術 
事業 

コンサルテ
ィング事業 飲食事業 コスメ事業 計  調整額 

（注）  連結

売上高                                          

外部顧客への売上高  28,892  123,876  84,814  3,161  240,745  －  240,745

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 638  －  －  －  638  △638  －

計  29,531  123,876  84,814  3,161  241,383  △638  240,745

セグメント損失  9,770  13,461  859  1,530  25,622  40,216  65,839

利益  金額 

報告セグメント計    △25,622

セグメント間取引消去   7,488

会社費用（注）   △47,704

四半期連結損益計算書の営業利益  △65,839
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（追加情報）  

 当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

号 平成20年３月21日）を適用しております。 

  

   該当事項はありません。  

  

  

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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